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発行者情報  

【表紙】  

【公表書類】 発行者情報 

【公表日】 2026年９月30日 

【発行者の名称】 ラックス建設株式会社 

（LUCKS Construction Co.,Ltd) 

【代表者の役職氏名】 代表取締役 山田 哲矢 

【本店の所在の場所】 広島県福山市曙町四丁目３番18号 

【電話番号】 084-957-5038（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長 守岡 聡 

【担当J-Adviser及び担当F-Adviserの名称】 

 

宝印刷株式会社 

【担当J-Adviser及び担当F-Adviserの代表者

の役職氏名】 

 

代表取締役社長 白井 恒太 

【担当J-Adviser及び担当F-Adviserの本店の

所在の場所】 

 

東京都豊島区高田三丁目28番８号 

【担当J-Adviser及び担当F-Adviserの財務状

況が公表されるウェブサイトのアドレス】 

 

https://www.takara-company.co.jp/ir/reference/ 

【電話番号】 03-3971-3392 

【取引所金融商品市場等に関する事項】 東京証券取引所 TOKYO PRO Market 

福岡証券取引所 Fukuoka PRO Market 

なお、振替機関の名称及び住所は下記のとおりです。 

名称：株式会社証券保管振替機構 

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号 

【公表されるホームページのアドレス】 ラックス建設株式会社 

https://www.lucks.co.jp/ 

株式会社東京証券取引所 

https://www.jpx.co.jp/ 

 証券会員制法人福岡証券取引所 

  https://www.fse.or.jp/ 
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【投資者に対する注意事項】 

１．TOKYO PRO Market及びFukuoka PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会

社は、高い投資リスクを含んでいる場合があります。投資者は、TOKYO PRO Market及びFukuoka PRO 

Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及び適時開示基準並びに市場価格の変動に関するリス

クに留意し、自らの責任で投資を行う必要があります。また、投資者は、発行者情報により公表され

た情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要があります。特に、「第一部  第３ ４【事業等の

リスク】」において公表された情報を慎重に検討する必要があります。 

２．発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員(金融商品取引法(以下「法」という。)

第21条第１項第１号に規定する役員(取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ずる

者)をいう。)は、発行者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき重要な

事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けていたときは、法第27

条の34において準用する法第22条の規定に基づき、当該有価証券を取得した者に対し、情報が虚偽で

あり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負います。ただし、当該有価証券を取得

した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けていることを知っていたときは、こ

の限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けていることを知らず、かつ、

相当な注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、上記賠償責任を

負いません。 

３．TOKYO PRO Market及びFukuoka PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において

日本の一般的な取引所金融商品市場に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、

TOKYO PRO Market及びFukuoka PRO Marketにおいては、J-Adviser及びF-Adviserが重要な役割を担い

ます。TOKYO PRO Market及びFukuoka PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関する有価証券

上場規程の特例(以下「特例」という。)に従って、各上場会社のために行動するJ-Adviser及びF-

Adviserを選任する必要があります。J-Adviser及びF-Adviserの役割には、上場適格性要件に関する

助言及び指導、並びに上場申請手続のマネジメントが含まれます。これらの点について、投資者は、

東京証券取引所のホームページ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則及び福岡証券取引所の

ホームページ等に掲げられるFukuoka PRO Marketに係る諸規則に留意する必要があります。 

４．東京証券取引所及び福岡証券取引所は、発行者情報の内容(発行者情報に虚偽の情報があるか否

か、又は公表すべき事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けて

いるか否かという点を含みますが、これらに限られません。)について、何らの表明又は保証等をし

ておらず、前記賠償責任その他の一切の責任を負いません。 
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第一部 【企業情報】 

第１ 【本国における法制等の概要】 

該当事項はありません。 

 

 

第２ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第36期 

中間会計期間 
第34期 第35期 

会計期間 
自 2026年１月１日 

至 2026年６月30日 

自 2024年１月１日 

至 2024年12月31日 

自 2025年１月１日 

至 2025年12月31日 

売上高 (千円) 480,883 880,355 883,609 

経常利益 (千円) 7,940 105,111 8,185 

中間（当期）純利益 (千円) 4,928 109,313 13,691 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) - - - 

資本金 (千円) 30,000 30,000 30,000 

発行済株式総数 (株) 600,000 600 600 

純資産額 (千円) 272,109 253,489 267,180 

総資産額 (千円) 706,814 709,236 738,152 

１株当たり純資産額 (円) 453.52 422.48 445.30 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当額） 
（円） 

-  

(-) 

-  

(-) 

-  

(-) 

１株当たり中間（当期）純利益 (円) 8.21 182.19 22.82 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益 
(円) - - - 

自己資本比率 (％) 38.5 35.7 36.2 

自己資本利益率 (％) 1.8 55.0 5.3 

株価収益率 (倍) - - - 

配当性向 （％） - - - 

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 244 △10,703 72,309 

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △1,602 △41,280 △64,664 

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △22,173 △33,924 28,284 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高 
(千円) 225,399 213,002 248,931 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕 
(名) 

17 

[2] 

15 

[－] 

16 

[－] 

(注) １．当社は連結財務諸表及び中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度及び中間連結会計

期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

   ２．当社は第36期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、第34期及び第35期の中間会計期間に

係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 
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   ３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

５．株価収益率については、当社株式が非上場であったため記載しておりません。 

６．１株当たり配当額及び配当性向については、配当を行っていないため記載しておりません。 

７．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数（パートタイマー）は、年間の平均人員を〔 〕外数で記

載しております。 

８．株式会社東京証券取引所及び証券会員制法人福岡証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上

場規程の特例」第110条第５項の規定に基づき、第35期の財務諸表については、監査法人ハイビスカス

の監査を受けておりますが、第34期の財務諸表については当該監査を受けておりません。また、株式会

社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第128条第３項の規定及び

証券会員制法人福岡証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第127条第３

項に基づき、第36期中間会計期間の中間財務諸表については、監査法人ハイビスカスの期中レビューを

受けております。 

９．2026年４月１日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行いましたが、第34期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり中間（当期）純利益を算定して

おります。 

 

 

２ 【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

 

 

３ 【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

 

 

４ 【従業員の状況】 

（１）発行者の状況 

2026年６月30日現在 

従業員数(名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

17（２） 42.7 2.9 4,512 

（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数（パートタイマー）は外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．当社は建設事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。 

 

（２）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第３ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

（１）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、雇用や所得環境の改善等により緩やかな回復基調で推移

した一方、物価高騰や中東情勢によるエネルギー価格への影響、金融市場の変動など先行き不透明

な状況が続きました。 

建設業界では、公共・民間投資に持ち直しの動きが見られるものの、慢性的な人手不足や労務費

の上昇が継続しております。また、ナフサショックを背景とした各種資材価格の急騰もあり、採算

確保の面で一段と厳しい事業環境となりました。一方で改修・リニューアル市場は、建物の老朽化

対策や長寿命化を目的とした需要に下支えされており、当社が主軸とする特殊建築物の改修領域で

も一定の需要が期待されるものの、先行きに対しては慎重な姿勢が求められております。 

このような厳しい環境下において、当社は関東・中国・九州各地域での案件獲得力を維持・強化

すべく、東京事業所での取引深耕と、2026年１月に開設した福岡事業所の基盤整備を進めました。

さらに、ドローンや３Dレーザースキャナを用いた高精度な診断や、自社開発システム「YANEDAS」

の活用により、広域での効率的な案件発掘を推進しております。 

また、当社の改修技術を自社物件に生かす「再生型アセットビジネス」を展開し、施工収入と安

定的な賃料収入を両立する収益基盤の構築に注力いたしました。加えて、2026年７月の株式上場に

向けた人材育成や管理体制の整備を進めるとともに、急激な資材費等の高騰に対しては、受注段階

の採算検討や厳格な原価・進捗管理、発注者との価格協議を徹底し、適正な利益の確保に努めてま

いりました。 

以上の結果、当中間会計期間の売上高は480,883千円、営業利益は7,682千円、経常利益は7,940千

円、中間純利益は4,928千円となりました。 

なお、当社の報告セグメントは、建設事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を

省略しております。 

また、当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、前中間会計期間との比較分析は行

っておりません。 

 

（２）キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比較

して23,531千円減少し、225,399千円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は244千円となりました。これは主に、税引前中間純利益7,940千円、

減価償却費11,985千円、仕入債務の減少額22,533千円、未払消費税等の増加額4,123千円等によるも

のであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は1,602千円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による

支出1,080千円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は22,173千円となりました。これは、長期借入金の返済による支出

22,173千円によるものであります。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

（１）生産実績 

当社は生産活動を行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

（２）受注実績 

当中間会計期間における受注実績を示すと、次のとおりであります。なお、当社は建設事業の単一

セグメントであるため、事業区分別に記載しております。 

区分の名称 
受注高 

（千円） 

前年同期比 

（％） 

受注残高 

（千円） 

前年同期比 

（％） 

建設工事事業 360,038 － 194,660 － 

合計 360,038 － 194,660 － 

（注）１．当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、前年同期比は記載しておりません。 

２．不動産事業は受注活動を行っていないため記載しておりません。 

 

（３）販売実績 

当中間会計期間における販売実績を示すと、次のとおりであります。なお、当社は建設事業の単一

セグメントであるため、事業区分別に記載しております。 

区分の名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

建設工事事業 458,784 － 

不動産事業 22,099 － 

合計 480,883 － 

（注）１．当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、前年同期比は記載しておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合 

相手先 
当中間会計期間 

金額（千円） 割合（％） 

株式会社マリモハウス 116,009 24.1 

株式会社リオ・コンサルティング 67,603 14.1 

 

 

３ 【対処すべき課題】 

  当中間会計期間において、当社の経営方針及び対処すべき課題について、重要な変更はありませ

ん。 

 

 

４ 【事業等のリスク】 

  当中間会計期間において、本発行者情報に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある新たな事業等のリスクの発生又は2026年６月23

日に公表した発行者情報に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませんが、当社

株式の株式会社東京証券取引所が運営を行っております証券市場TOKYO PRO Market及び証券会員制法

人福岡証券取引所が運営を行っております証券市場Fukuoka PRO Marketの上場維持の前提となる契約

に関し、以下に記載いたします。 
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（１）J-Adviserとの契約について 

特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第102条の定めにより、TOKYO PRO Market上場企

業は、東京証券取引所より認定を受けたいずれかの担当J-Adviserと、株式上場の適格性審査及び株式

上場後の上場適格性を維持するための指導、助言、審査等の各種業務を委託する契約(以下、「J-

Adviser契約」とします。)を締結する義務があります。  

本発行者情報公表日時点において、当社がJ-Adviser契約を締結しているのは宝印刷株式会社（以

下、「同社」とします。）であり、同社とのJ-Adviser契約において当社は、下記の義務の履行が求め

られております。下記の義務の履行を怠り、又は契約に違反した場合、相手方は、相当の期間(特段の

事情のない限り１ヶ月)を定めてその義務の履行又は違反の是正を書面で催告し、その催告期間内にそ

の義務の履行又は違反の是正がなされなかったときは、J-Adviser契約を解除することができる旨の定

めがあります。 

また、上記にかかわらず、当社及び同社は、両当事者による書面による合意又は相手方に対する１

ヶ月以上前の書面による通知を行うことにより、いつでもJ-Adviser契約を解約することができる旨の

定めがあります。当社が同社より上記の解除にかかる催告期間中において、下記の義務の履行又は違

反の是正が果たせない場合、又は同社に代わる担当J-Adviserを確保できない場合は、当社普通株式の

TOKYO PRO Market上場廃止につながる可能性があります。 

 

＜J-Adviser契約上の義務＞ 

・特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第113条に定める上場適格性要件を継続的に満た

すこと 

・特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例及び特定上場有価証券に関する有価証券上場規

程の特例の施行規則に従い、投資者への適時適切な会社情報の開示に努めること 

・上場規程特例に定める上場会社及び新規上場申請者の義務を履行すること 

 

また、当社において下記の事象が発生した場合には、同社からの催告無しでJ－Adviser契約を解除

することができるものと定められております。 

① 債務超過 

当社がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合（上場後１年間において債務超過の状態

となった場合を除く。）において、１年以内（審査対象事業年度の末日の翌日から起算して１年を

経過する日（当該１年を経過する日が当社の事業年度の末日に当たらないときは、当該１年を経過

する日の後最初に到来する事業年度の末日）までの期間をいう。以下、本号において同じ。また

「２年以内」も同様。）に債務超過の状態でなくならなかったとき。ただし、当社が法律の規定に

基づく再生手続若しくは更生手続、産業競争力強化法（以下「産競法」という。）第２条第22項に

規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合における産競法第48

条に規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）又は私的整理に関するガイド

ライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該１年

を経過した日から起算して１年以内に債務超過の状態でなくなることを計画している場合（同社が

適当と認める場合に限る。）には、２年以内に債務超過の状態でなくならなかったとき。 

なお、同社が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、当社が審査対象事業年度に係る決

算（上場会社が連結財務諸表を作成すべき会社である場合には連結会計年度、連結財務諸表を作成

すべき会社でない場合には事業年度に係る決算とする。）の内容を開示するまでの間において、再

建計画（本号ただし書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計画を含む。）を
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公表している場合を対象とし、当社が提出する当該再建計画並びに次のa及びbに定める書面に基づ

き行うものとする。 

a 次の(a)から(c)に定める書面 

(a) 法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得ているものであることを証明 

する書面  

(b) 産競法第２条第22項に規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施され

た場合における産競法第48条に規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）

を行う場合 

当該再建計画が、当該手続にしたがって成立したものであることを証する書面  

(c) 私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理

を行う場合 

当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについて債権者が 

記載した書面 

b 本号ただし書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計画の前提となった重要

な事項等が、公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記載し

た書面 

② 銀行取引の停止 

当社が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実とな

った場合 

③ 破産手続、再生手続又は更生手続 

当社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場

合（当社が、法律に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手

続、再生手続又は更生手続を必要と判断した場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、こ

れに準ずる状態になった場合とは、次のaからcまでに掲げる場合その他当社が法律の規定に基づく

会社の破産手続、再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合に準ずる状態になったと同社が

認めた場合をいうものとし、当該aからcまで掲げる場合には当該aからcまでに定める日に本号前段

に該当するものとして取り扱う。 

a 当社が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に

基づかない整理を行う場合  

当社から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日  

b 当社が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続につ

いて困難である旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の

全部若しくは大部分の譲渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締

役会の決議を行った場合 

当社から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受けた 

日（事業の大部分の譲渡の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると同社が認め

た日） 

c 当社が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しく

は弁済に関する合意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又は債務の引受

若しくは弁済の額が直前事業年度の末日における債務の総額の100分の10に相当する額以上である

場合に限る。） 

当社から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日 



 

― 9 ― 

④ 前号に該当することとなった場合においても、当社が次のaからcまでに該当する再建計画の開示を

行った場合には、原則として本契約の解除は行わないものとする。 

a 次の(a)又は(b)に定める場合に従い、当該(a)又は(b)に定める事項に該当すること 

(a) 当社が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであ

ること 

(b) 当社が前号cに規定する合意を行った場合  

当該再建計画が、前号cに規定する債権者又は第三者の合意を得ているものであること 

b 当該再建計画に次の(a)及び(b)に掲げる事項が記載されていること 

(a) TOKYO PRO Marketに上場する有価証券の全部を消却するものでないこと 

(b) 前aの(a)に規定する見込みがある旨及びその理由又は同(b)に規定する合意がなされているこ

と及びそれを証する内容 

c 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から

適当でないと認められるものでないこと 

⑤ 事業活動の停止 

当社が事業活動を停止した場合（当社及びその連結子会社の事業活動が停止されたと同社が認め

た場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のaか

らcまでに掲げる場合その他当社が事業活動を停止した場合に準ずる状態になった場合と同社が認め

た場合をいうものとし、当該aからcまでに掲げる場合には当該aからcまでに掲げる日に同号に該当

するものとして取り扱う。 

a 当社が、合併により解散する場合のうち、合併に際して当社の株主に対してその株券等に代わる

財産の全部又は一部として次の(a)又は(b)に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合

併がその効力を生ずる日の３日前（休業日を除外する。）の日 

(a) TOKYO PRO Marketの上場株券等 

(b) 特例第132条の規定の適用を受け、速やかにTOKYO PRO Marketに上場される見込みのある株券

等 

b 当社が、前aに規定する合併以外の合併により解散する場合は、当社から当該合併に関する株主総

会（普通出資者総会を含む。）の決議についての書面による報告を受けた日（当該合併について

株主総会の決議による承認を要しない場合には、取締役会の決議（委員会設置会社にあっては、

執行役の決定を含む。）についての書面による報告を受けた日） 

c 当社が、a及び前bに規定する事由以外の事由により解散する場合（本条第３号bの規定の適用を受

ける場合を除く。）は、当社から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を受

けた日 

⑥ 不適当な合併等 

当社が非上場会社の吸収合併又はこれに類するもの（ⅰ 非上場会社を完全子会社とする株式交

換、ⅰの２ 非上場会社を子会社とする株式交付、ⅱ 会社分割による非上場会社からの事業の承

継、ⅲ 非上場会社からの事業の譲受け、ⅳ 会社分割による他の者への事業の承継、ⅴ 他の者への

事業の譲渡、ⅵ 非上場会社との業務上の提携、ⅶ 第三者割当による株式若しくは優先出資の割当

て、ⅷ その他非上場会社の吸収合併又はⅰからⅶまでと同等の効果をもたらすと認められる行為）

で定める行為（以下本号において「吸収合併等」という。）を行った場合に、当社が実質的な存続

会社でないと同社が認めた場合 

⑦ 支配株主との取引の健全性の毀損 

第三者割当により当社の支配株主（当社の親会社又は当社の議決権の過半数を直接若しくは間接
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に保有する者）が異動した場合（当該割当により交付された募集株式等の転換又は行使により支配

株主が異動する見込みがある場合を含む）において、支配株主との取引に関する健全性が著しく毀

損されていると同社が認めるとき 

⑧ 発行者情報等の提出遅延 

当社が提出の義務を有する特定証券情報、発行者情報又は有価証券報告書等につき、特例及び法

令に定める期間内に提出しなかった場合で、同社がその遅延理由が適切でないと判断した場合 

⑨ 虚偽記載又は不適正意見等 

次のa又はbに該当する場合 

a 当社が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると同社が認める場合  

b 当社の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって、監査報告書につ

いては「不適正意見」又は「意見の表明をしない」旨（天災地変等、上場会社の責めに帰すべか

らざる事由によるものである場合を除く。）が記載され、かつ、その影響が重大であると同社が

認める場合 

⑩ 法令違反及び上場規程違反等 

当社が重大な法令違反又は特例に関する重大な違反を行った場合 

⑪ 株式事務代行機関への委託 

当社が株式事務を特例で定める株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託しない

こととなることが確実となった場合 

⑫ 株式の譲渡制限 

当社がTOKYO PRO Marketに上場する株式の譲渡につき制限を行うこととした場合 

⑬ 完全子会社化 

当社が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合 

⑭ 指定振替機関における取扱い 

当社が発行する株券が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合 

⑮ 株主の権利の不当な制限 

当社が次のaからgまでのいずれかに掲げる行為を行っている場合において、株主の権利内容及び

その行使が不当に制限されていると同社が認めた場合その他株主の権利内容及びその行使が不当に

制限されていると同社が認めた場合をいう。 

a 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発

行する買収への対抗措置（以下「ライツプラン」という。）のうち、行使価額が株式の時価より

著しく低い新株予約権を導入時点の株主等に対し割り当てておくものの導入（実質的に買収への

対抗措置の発動の時点の株主に割り当てるために、導入時点において暫定的に特定の者に割り当

てておく場合を除く。） 

b ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止

又は不発動とすることができないものの導入 

c 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の

決議を要する旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社である当社の主要な

事業を行っている子会社が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を当社以外の者を割当

先として発行する場合において、当該種類株式の発行が当社に対する買収の実現を困難にする方

策であると同社が認めるときは、当社が重要な事項について種類株主総会の決議を要する旨の定

めがなされた拒否権付種類株式を発行するものとして取り扱う。） 

d TOKYO PRO Marketに上場している株券について、株主総会において議決権を行使することができ

る事項のうち取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変
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更に係る決議又は決定 

e TOKYO PRO Marketに上場している株券より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要な事

項について株主総会において一個の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当

請求権その他の経済的利益を受ける権利の価額等がTOKYO PRO Marketに上場している株券より低い

株式をいう。）の発行に係る決議又は決定 

f 議決権の比率が300％を超える第三者割当に係る決議又は決定 

g 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行

為に係る決議又は決定 

⑯ 全部取得 

当社がTOKYO PRO Marketに上場している株券に係る株式の全部を取得する場合 

⑰ 株式売渡請求による取得 

特別支配株主が当社の当該銘柄に係る株式の全部を取得する場合 

⑱ 株式併合 

当社が特定の者以外の株主の所有するすべての株式を１株に満たない端数となる割合で株式併合

を行う場合 

⑲ 反社会的勢力の関与 

当社が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態がTOKYO PRO 

Marketの市場に対する株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと同社が認めるとき 

⑳ その他 

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、同社若しくは東証が上場廃止を適当と認めた場合 

 

＜J-Adviser契約解除に係る事前催告に関する事項＞ 

① 当社又は同社が、J-Adviser契約に基づく義務の履行を怠り、又はその他J-Adviser契約違反を犯

した場合、その相手方は、相当の期間（特段の事情のない限り1か月とする。）を定めて、その違

反を是正又は義務の履行を書面で催告し、その催告期間内にその違反の是正又は義務の履行がな

されなかった時はJ-Adviser契約を解除することができる。 

② 前項の定めにかかわらず、当社及び同社は、合意によりJ-Adviser契約期間中いつでもJ-Adviser

契約を解除することができる。また、当社又は同社から相手方に対し、1カ月前に書面で通知する

ことによりJ-Adviser契約を解除することができる。 

③ J-Adviser契約を解除する場合、特段の事情のない限り、同社はJ-Adviser契約を解除する旨を東

京証券取引所に通知する。 

 

なお、本発行者情報公表日時点において、J-Adviser 契約の解約につながる上記の事象は発生しており

ません。 

 

（２）F-Adviser との契約について  

特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第 102 条の定めにより、Fukuoka PRO Market 上

場企業は、福岡証券取引所より認定を受けたいずれかの担当F-Adviserと、株式上場の適格性審査及び

株式上場後の上場適格性を維持するための指導、助言、審査等の各種業務を委託する契約(以下、「F-

Adviser 契約」とします。)を締結する義務があります。 

本発行者情報公表日時点において、当社が F-Adviser 契約を締結しているのは宝印刷株式会社（以

下、「同社」とします。）であり、同社とのF-Adviser契約において当社は、下記の義務の履行が求め

られております。下記の義務の履行を怠り、又は契約に違反した場合、相手方は、相当の期間(特段の
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事情のない限り１ヶ月)を定めてその義務の履行又は違反の是正を書面で催告し、その催告期間内にそ

の義務の履行又は違反の是正がなされなかったときは、F-Adviser 契約を解除することができる旨の定

めがあります。 

また、上記にかかわらず、当社及び同社は、両当事者による書面による合意又は相手方に対する１

ヶ月以上前の書面による通知を行うことにより、いつでもF-Adviser契約を解約することができる旨の

定めがあります。当社が同社より上記の解除にかかる催告期間中において、下記の義務の履行又は違

反の是正が果たせない場合、又は同社に代わる担当F-Adviserを確保できない場合は、当社普通株式の

Fukuoka PRO Market 上場廃止につながる可能性があります。 

 

＜F-Adviser 契約上の義務＞  

・特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第113条に定める上場適格性要件を継続的に満た

すこと  

・特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例及び特定上場有価証券に関する有価証券上場規

程の特例の施行規則に従い、投資者への適時適切な会社情報の開示に努めること 

・上場規程特例に定める上場会社及び新規上場申請者の義務を履行すること 

 

また、当社において下記の事象が発生した場合には、同社からの催告無しで F－Adviser 契約を解除

することができるものと定められております。  

① 債務超過 

当社がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合（上場後１年間において債務超過の状態

となった場合を除く。）において、１年以内（審査対象事業年度の末日の翌日から起算して１年を

経過する日（当該１年を経過する日が当社の事業年度の末日に当たらないときは、当該１年を経過

する日の後最初に到来する事業年度の末日）までの期間をいう。以下、本号において同じ。また

「２年以内」も同様。）に債務超過の状態でなくならなかったとき。ただし、当社が法律の規定に

基づく再生手続若しくは更生手続、産業競争力強化法（以下「産競法」という。）第２条第 22 項に

規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合における産競法第 48

条に規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含む。）又は私的整理に関するガイド

ライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該１年

を経過した日から起算して１年以内に債務超過の状態でなくなることを計画している場合（同社が

適当と認める場合に限る。）には、２年以内に債務超過の状態でなくならなかったとき。 

なお、同社が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、当社が審査対象事業年度に係る決

算（上場会社が連結財務諸表を作成すべき会社である場合には連結会計年度、連結財務諸表を作成

すべき会社でない場合には事業年度に係る決算とする。）の内容を開示するまでの間において、再

建計画（本号ただし書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計画を含む。）を

公表している場合を対象とし、当社が提出する当該再建計画並びに次の a 及び b に定める書面に基づ

き行うものとする。 

a 次の(a)から(c)に定める書面 

(a) 法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得ているものであることを証明

する書面 

(b) 産競法第２条第 22 項に規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施さ

れた場合における産競法第 48 条に規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含

む。）を行う場合 
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当該再建計画が、当該手続にしたがって成立したものであることを証する書面   

(c) 私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整理

を行う場合 

当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることについて債権者が記

載した書面  

b 本号ただし書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計画の前提となった重要

な事項等が、公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会計士等が記載し

た書面 

② 銀行取引の停止 

当社が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実とな

った場合 

③ 破産手続、再生手続又は更生手続 

当社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場

合（当社が、法律に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、

再生手続又は更生手続を必要と判断した場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに

準ずる状態になった場合とは、次の a から cまでに掲げる場合その他当社が法律の規定に基づく会社

の破産手続、再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合に準ずる状態になったと同社が認め

た場合をいうものとし、当該 a から c まで掲げる場合には当該 a から c までに定める日に本号前段に

該当するものとして取り扱う。 

a 当社が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に

基づかない整理を行う場合 

当社から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日 

b 当社が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続につ

いて困難である旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の

全部若しくは大部分の譲渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締

役会の決議を行った場合 

当社から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面による報告を受けた日

（事業の大部分の譲渡の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡であると同社が認めた日） 

c 当社が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しく

は弁済に関する合意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又は債務の引受

若しくは弁済の額が直前事業年度の末日における債務の総額の 100 分の 10 に相当する額以上であ

る場合に限る。） 

当社から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日  

④ 前号に該当することとなった場合においても、当社が次の a から c までに該当する再建計画の開示

を行った場合には、原則として本契約の解除は行わないものとする。 

a 次の(a)又は(b)に定める場合に従い、当該(a)又は(b)に定める事項に該当すること 

(a) 当社が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 

当該再建計画が、再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであ

ること 

(b) 当社が前号 c に規定する合意を行った場合 

当該再建計画が、前号 c に規定する債権者又は第三者の合意を得ているものであること 

b 当該再建計画に次の(a)及び(b)に掲げる事項が記載されていること 

(a) Fukuoka PRO Market に上場する有価証券の全部を消却するものでないこと 
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(b) 前 a の(a)に規定する見込みがある旨及びその理由又は同(b)に規定する合意がなされているこ

と及びそれを証する内容  

c 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から

適当でないと認められるものでないこと 

⑤ 事業活動の停止 

当社が事業活動を停止した場合（当社及びその連結子会社の事業活動が停止されたと同社が認め

た場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次の aか

ら cまでに掲げる場合その他当社が事業活動を停止した場合に準ずる状態になった場合と同社が認め

た場合をいうものとし、当該 a から c までに掲げる場合には当該 a から c までに掲げる日に同号に該

当するものとして取り扱う。 

a 当社が、合併により解散する場合のうち、合併に際して当社の株主に対してその株券等に代わる

財産の全部又は一部として次の(a)又は(b)に該当する株券等を交付する場合は、原則として、合

併がその効力を生ずる日の３日前（休業日を除外する。）の日 

(a) Fukuoka PRO Market の上場株券等 

(b) 特例第 132 条の規定の適用を受け、速やかに Fukuoka PRO Market に上場される見込みのある株

券等 

b 当社が、前 aに規定する合併以外の合併により解散する場合は、当社から当該合併に関する株主総

会（普通出資者総会を含む。）の決議についての書面による報告を受けた日（当該合併について

株主総会の決議による承認を要しない場合には、取締役会の決議（委員会設置会社にあっては、

執行役の決定を含む。）についての書面による報告を受けた日） 

c 当社が、a 及び前 b に規定する事由以外の事由により解散する場合（本条第３号 b の規定の適用を

受ける場合を除く。）は、当社から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を

受けた日 

⑥ 不適当な合併等 

当社が非上場会社の吸収合併又はこれに類するもの（ⅰ 非上場会社を完全子会社とする株式交換、

ⅰの２ 非上場会社を子会社とする株式交付、ⅱ 会社分割による非上場会社からの事業の承継、ⅲ 

非上場会社からの事業の譲受け、ⅳ 会社分割による他の者への事業の承継、ⅴ 他の者への事業の

譲渡、ⅵ 非上場会社との業務上の提携、ⅶ 第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て、ⅷ 

その他非上場会社の吸収合併又はⅰからⅶまでと同等の効果をもたらすと認められる行為）で定め

る行為（以下本号において「吸収合併等」という。）を行った場合に、当社が実質的な存続会社で

ないと同社が認めた場合 

⑦ 支配株主との取引の健全性の毀損 

第三者割当により当社の支配株主（当社の親会社又は当社の議決権の過半数を直接若しくは間接

に保有する者）が異動した場合（当該割当により交付された募集株式等の転換又は行使により支配

株主が異動する見込みがある場合を含む）において、支配株主との取引に関する健全性が著しく毀

損されていると同社が認めるとき 

⑧ 発行者情報等の提出遅延 

当社が提出の義務を有する特定証券情報、発行者情報又は有価証券報告書等につき、特例及び法

令に定める期間内に提出しなかった場合で、同社がその遅延理由が適切でないと判断した場合 

⑨ 虚偽記載又は不適正意見等 

次の a 又は b に該当する場合 

a 当社が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると同社が認める場合 

b 当社の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって、監査報告書につ
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いては「不適正意見」又は「意見の表明をしない」旨（天災地変等、上場会社の責めに帰すべか

らざる事由によるものである場合を除く。）が記載され、かつ、その影響が重大であると同社が

認める場合 

⑩ 法令違反及び上場規程違反等 

当社が重大な法令違反又は特例に関する重大な違反を行った場合 

⑪ 株式事務代行機関への委託 

当社が株式事務を特例で定める株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託しない

こととなることが確実となった場合 

⑫ 株式の譲渡制限 

当社が Fukuoka PRO Market に上場する株式の譲渡につき制限を行うこととした場合 

⑬ 完全子会社化 

当社が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合 

⑭ 指定振替機関における取扱い 

当社が発行する株券が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合 

⑮ 株主の権利の不当な制限 

当社が次の aから gまでのいずれかに掲げる行為を行っている場合において、株主の権利内容及び

その行使が不当に制限されていると同社が認めた場合その他株主の権利内容及びその行使が不当に

制限されていると同社が認めた場合をいう。 

a 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発

行する買収への対抗措置（以下「ライツプラン」という。）のうち、行使価額が株式の時価より

著しく低い新株予約権を導入時点の株主等に対し割り当てておくものの導入（実質的に買収への

対抗措置の発動の時点の株主に割り当てるために、導入時点において暫定的に特定の者に割り当

てておく場合を除く。） 

b ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止

又は不発動とすることができないものの導入 

c 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の

決議を要する旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社である当社の主要な

事業を行っている子会社が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を当社以外の者を割当

先として発行する場合において、当該種類株式の発行が当社に対する買収の実現を困難にする方

策であると同社が認めるときは、当社が重要な事項について種類株主総会の決議を要する旨の定

めがなされた拒否権付種類株式を発行するものとして取り扱う。） 

d Fukuoka PRO Market に上場している株券について、株主総会において議決権を行使することがで

きる事項のうち取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への

変更に係る決議又は決定 

e Fukuoka PRO Market に上場している株券より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要な

事項について株主総会において一個の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配

当請求権その他の経済的利益を受ける権利の価額等が Fukuoka PRO Market に上場している株券よ

り低い株式をいう。）の発行に係る決議又は決定 

f 議決権の比率が 300％を超える第三者割当に係る決議又は決定 

g 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行

為に係る決議又は決定 

⑯ 全部取得 

当社が Fukuoka PRO Market に上場している株券に係る株式の全部を取得する場合 



 

― 16 ― 

⑰ 株式売渡請求による取得 

特別支配株主が当社の当該銘柄に係る株式の全部を取得する場合 

⑱ 株式併合 

当社が特定の者以外の株主の所有するすべての株式を１株に満たない端数となる割合で株式併合

を行う場合 

⑲ 反社会的勢力の関与 

当社が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態が Fukuoka PRO 

Market の市場に対する株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと同社が認めるとき 

⑳ その他 

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、同社若しくは福証が上場廃止を適当と認めた場合 

 

＜F-Adviser 契約解除に係る事前催告に関する事項＞ 

① 当社又は同社が、F-Adviser 契約に基づく義務の履行を怠り、又はその他 F-Adviser 契約違反を

犯した場合、その相手方は、相当の期間（特段の事情のない限り 1か月とする。）を定めて、その

違反を是正又は義務の履行を書面で催告し、その催告期間内にその違反の是正又は義務の履行が

なされなかった時は F-Adviser 契約を解除することができる。 

② 前項の定めにかかわらず、当社及び同社は、合意によりF-Adviser契約期間中いつでもF-Adviser

契約を解除することができる。また、当社又は同社から相手方に対し、1 カ月前に書面で通知する

ことにより F-Adviser 契約を解除することができる。 

③ F-Adviser 契約を解除する場合、特段の事情のない限り、同社は F-Adviser 契約を解除する旨を

福岡証券取引所に通知する。 

 

なお、本発行者情報公表日時点において、F-Adviser 契約の解約につながる上記の事象は発生しており 

ません。 

 

 

５ 【重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 

 

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

 

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

 

（１）重要な会計方針及び見積り 

当社の中間財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成

されております。この中間財務諸表の作成にあたって、経営者による会計方針の選択・適用、資

産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与える見積りを必要としております。経営者

はこれらの見積りについて、過去の実績や現状等を総合的に勘案し合理的に判断しておりますが、

実際の結果は、見積りによる不確実性のため、これらの見積りと異なる場合があります。 
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（２）財政状態の分析 

（流動資産） 

当中間会計期間末における流動資産の残高は366,801千円となり、前事業年度末に比べ18,243千円

減少しました。これは主に、完成工事未収入金が47,616千円増加し、契約資産が35,798千円、現金

及び預金が23,528千円、電子記録債権が12,860千円それぞれ減少したことによるものであります。 

（固定資産） 

当中間会計期間末における固定資産の残高は340,012千円となり、前事業年度末に比べ13,094千円

減少しました。これは主に、建物が9,201千円、繰延税金資産が2,709千円、ソフトウェアが1,522千

円それぞれ減少したことによるものであります。 

（流動負債） 

当中間会計期間末における流動負債の残高は117,059千円となり、前事業年度末に比べ15,195千円

減少しました。これは主に、未払消費税等が4,123千円、賞与引当金が3,194千円それぞれ増加し、

工事未払金が22,533千円減少したことによるものであります。 

（固定負債） 

当中間会計期間末における固定負債の残高は317,646千円となり、前事業年度末に比べ21,071千円

減少しました。これは主に、長期借入金が21,335千円減少したことによるものであります。 

（純資産） 

当中間会計期間末における純資産の残高は272,109千円となり、前事業年度末に比べ4,928千円増

加しました。これは中間純利益の計上により利益剰余金が4,928千円増加したことによるものであり

ます。 

 

（３）経営成績の分析 

   「第３【事業の状況】１【業績等の概要】（１）業績」に記載のとおりであります。 

 

（４）経営成績に重要な影響を与える要因 

   「第３【事業の状況】４【事業等のリスク】」に記載のとおりであります。 

 

（５）キャッシュ・フローの状況の分析 

   「第３【事業の状況】１【業績等の概要】（２）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりで

あります。 
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第４ 【設備の状況】 

当社は建設事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。 

 

１【主要な設備の状況】 

  当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

 

（２）重要な設備の除却等 

   該当事項はありません。 
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第５ 【発行者の状況】 

１ 【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 
 

記名・無記名

の別、額面・

無額面の別及

び種類 

発行可能 

株式総数 

(株) 

未発行 

株式数 

(株) 

中間会計期間末 

現在発行数 

(株) 

(2026年６月30日) 

公表日現在 

発行数 

(株) 

(2026年９月30日) 

上場金融商品取

引所名又は登録

認可金融商品取

引業協会名 

内容 

普通株式 800,000 200,000 600,000 600,000 

東京証券取引所 

(TOKYO PRO 

Market) 

福岡証券取引所 

(Fukuoka PRO 

Market) 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株であり

ます。 

計 800,000 200,000 600,000 600,000 ― ― 

（注）１．2026年３月30日開催の定時株主総会決議に基づき、2026年４月１日付で定款の変更を行い、１単元を100

株とする単元株制度を導入しております。 

２．2026年３月30日開催の臨時取締役会決議に基づき、2026年４月１日付で普通株式１株につき1,000株の株

式分割を行っており、発行済株式総数は599,400株増加し、600,000株となっております。また、2026年

４月１日付で株式分割に伴う定款変更を行い、発行可能株式総数は799,200株増加し、800,000株となっ

ております。 

 

（２）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

（３）【MSCB等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金増減額 

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 

増減額 

(千円) 

資本準備金 

残高 

(千円) 

2026年４月１日 

（注） 
599,400 600,000 - 30,000 - - 

(注) 株式分割（１：1,000）によるものであります。 

 

（６）【大株主の状況】 

2026年６月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 

株式総数に対する 

所有株式数の割合(％) 

イーストプロパティーズ株式会社 

（注） 

広島県福山市草戸町 

四丁目31番２号 
600,000 100.00 

計 ― 600,000 100.00 
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（注）当社代表取締役山田哲矢の資産管理会社であります。 

 

 

 

 

（７）【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

2026年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

600,000 
6,000 

権利内容に何ら限定のない当社におけ

る標準となる株式であり、単元株式数

は100株であります。 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 600,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 6,000 ― 

 

② 【自己株式等】 

   該当事項はありません。 

 

 

２ 【株価の推移】 

【最近６月間の月別最高・最低株価】 

当社株式は、2026年７月22日付で株式会社東京証券取引所 TOKYO PRO Market及び証券会員制法人

福岡証券取引所 Fukuoka PRO Marketに上場いたしましたが、当中間会計期間（2026年１月１日から

2026年６月30日まで）においては非上場であったため、該当事項はありません。 

 

 

３ 【役員の状況】 

2026年６月23日付の発行者情報公表日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。 
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第６ 【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

（１）当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵

省令第59号）に基づいて作成しております。 

   当社の中間財務諸表は、第１種中間財務諸表であります。 

（２）当社の中間財務諸表については、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証

券上場規程の特例の施行規則」第116条第３項及び証券会員制法人福岡証券取引所の「特定上場有価

証券に関する有価証券上場規程の特例の施行規則」第115条第３項で認められた会計基準のうち、我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成しております。 

（３）当社は、当中間会計期間(2026年１月１日から2026年６月30日まで)より中間財務諸表を作成して

いるため、前中間会計期間(2025年１月１日から2025年６月30日まで)に係る比較情報は記載してお

りません。 

 

２．監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例」第128

条第３項及び証券会員制法人福岡証券取引所の「特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特

例」第127条第３項の規定に基づき、当中間会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日まで）の

中間財務諸表について、監査法人ハイビスカスの期中レビューを受けております。 

 

３．中間連結財務諸表について 

  当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 
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【中間財務諸表等】 

（１）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

(単位：千円) 

 
前事業年度 

(2025年12月31日) 
当中間会計期間 
(2026年６月30日) 

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 262,532 239,003 

電子記録債権 12,860 - 

完成工事未収入金 51,898 99,515 

契約資産 46,422 10,623 

未成工事支出金 2,616 5,634 

原材料及び貯蔵品 2,037 1,704 

前渡金 118 333 

前払費用 6,262 9,934 

  その他 295 51 

  流動資産合計 385,044 366,801 

 固定資産   

  有形固定資産   

建物（純額） 60,703 51,502 

機械及び装置（純額） 166 139 

車両運搬具（純額） 3,101 2,572 

工具、器具及び備品（純額） 601 938 

土地 249,920 249,920 

その他（純額） 1,064 1,234 

   有形固定資産合計 315,559 306,308 

  無形固定資産   

   特許権 291 264 

   ソフトウェア 13,401 11,878 

   無形固定資産合計 13,693 12,142 

  投資その他の資産   

   投資有価証券 5 5 

出資金 200 200 

長期前払費用 463 360 

繰延税金資産 6,891 4,182 

その他 16,295 16,813 

   投資その他の資産合計 23,855 21,561 

  固定資産合計 353,107 340,012 

 資産合計 738,152 706,814 
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(単位：千円) 

 
前事業年度 

(2025年12月31日) 
当中間会計期間 
(2026年６月30日) 

負債の部   

 流動負債   

工事未払金 66,152 43,619 

１年内返済予定の長期借入金 39,854 39,016 

未払金 17,147 18,841 

未払費用 1,117 662 

未払法人税等 362 268 

未払消費税等 - 4,123 

預り金 3,772 3,485 

賞与引当金 3,849 7,043 

  流動負債合計 132,255 117,059 

 固定負債   

  長期借入金 333,005 311,670 

  その他 5,712 5,976 

  固定負債合計 338,717 317,646 

 負債合計 470,972 434,705 

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 30,000 30,000 

  利益剰余金 237,180 242,109 

  株主資本合計 267,180 272,109 

 純資産合計 267,180 272,109 

負債純資産合計 738,152 706,814 
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②【中間損益計算書】 

(単位：千円) 

 
当中間会計期間 

(自 2026年１月１日 
 至 2026年６月30日) 

 売上高 480,883 

 売上原価 386,961 

 売上総利益 93,922 

 販売費及び一般管理費 ※  86,239 

 営業利益 7,682 

 営業外収益  

  受取利息 221 

  受取配当金 2 

  助成金収入 1,473 

  その他 623 

  営業外収益合計 2,321 

 営業外費用  

  支払利息 2,063 

  営業外費用合計 2,063 

 経常利益 7,940 

 税引前中間純利益 7,940 

 法人税、住民税及び事業税 302 

 法人税等調整額 2,709 

 法人税等合計 3,011 

 中間純利益 4,928 
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③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円) 

 
当中間会計期間 

(自 2026年１月１日 
 至 2026年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税引前中間純利益 7,940 

 減価償却費 11,985 

 賞与引当金の増減額（△は減少） 3,194 

 受取利息及び受取配当金 △223 

助成金収入 △1,473 

 支払利息 2,063 

 売上債権の増減額（△は増加） 1,041 

 棚卸資産の増減額（△は増加） △2,684 

 仕入債務の増減額（△は減少） △22,533 

 未払消費税等の増減額（△は減少） 4,123 

 その他 △2,162 

 小計 1,270 

 利息及び配当金の受取額 189 

 利息の支払額 △2,327 

 助成金の受取額 1,473 

 法人税等の支払額 △362 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 244 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 定期預金の預入による支出 △3 

 有形固定資産の取得による支出 △1,080 

 その他 △518 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,602 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 長期借入金の返済による支出 △22,173 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △22,173 

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △23,531 

現金及び現金同等物の期首残高 248,931 

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 225,399 
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【注記事項】 

(中間損益計算書関係） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

 

当中間会計期間 

(自 2026年１月１日 

  至 2026年６月30日) 

役員報酬 21,072千円 

支払手数料 19,017 〃 

賞与引当金繰入額 517 〃 

 

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

次のとおりであります。 

 

当中間会計期間 

(自 2026年１月１日 

  至 2026年６月30日) 

現金及び預金 

預入期間が３か月を超える定期預金 

239,003千円 

△13,604 〃 

現金及び現金同等物 225,399千円 

 

 

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当社の報告セグメントは、建設事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

 

(収益認識関係) 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 当中間会計期間（自 2026年１月１日 至 2026年６月30日） 

当社は、建設事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下

のとおりであります。 

（単位：千円） 

 建設工事事業 不動産事業 合計 

顧客との契約から生じる収益 458,784 25 458,809 

その他の収益（注） - 22,074 22,074 

外部顧客への売上高 458,784 22,099 480,883 

（注）「その他の収益」は、リース取引に関する会計基準に基づく賃料収入等であります。 
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(１株当たり情報) 

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

当中間会計期間 

(自 2026年１月１日 

 至 2026年６月30日) 

１株当たり中間純利益（円） 8.21 

（算定上の基礎）  

中間純利益 (千円) 4,928 

普通株主に帰属しない金額 (千円) － 

普通株式に係る中間純利益 (千円) 4,928 

普通株式の期中平均株式数(株) 600,000 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．2026年４月１日付で普通株式１株につき1,000株の株式分割を行いましたが、当中間会計期間の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純利益を算定しております。 

 

 

(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

 

 

（２）【その他】 

該当事項はありません。 
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第７ 【外国為替相場の推移】 

該当事項はありません。 
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第二部 【特別情報】 

第１ 【外部専門家の同意】 

該当事項はありません。 

 

 










